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持
続
的
成
長
の
た
め 

の
建
設
的
な
予
算
！

　
　

年
度
予
算
案
は
厳
し
い
財

２８
政
状
況
の
も
と
、
持
続
可
能
な

市
政
運
営
を
行
っ
て
い
く
た
め
、

限
ら
れ
た
財
源
を
バ
ラ
ン
ス
よ

く
配
分
す
る
判
断
を
も
っ
て
、

財
政
規
律
を
順
守
し
な
が
ら
建

設
的
な
予
算
編
成
が
行
わ
れ
た
。

特
に
生
活
保
護
費
、
障
害
福
祉

サ
ー
ビ
ス
費
と
い
っ
た
民
生
費

約
８
億
円
の
自
然
増
に
対
応
し

な
が
ら
、
そ
の
上
で
新
た
な
重

点
政
策
で
あ
る
「
子
ど
も
が
健

や
か
に
生
ま
れ
育
つ
こ
と
へ
の

支
援
」
に
取
り
組
み
、
新
児
童

館
建
設
や
、
保
育
園
の
待
機
児

解
消
に
繋
が
る
事
業
な
ど
政
策

的
投
資
も
行
っ
て
い
る
。

　

予
算
総
体
と
し
て
は
一
般
会

計
で　

億
６
６
０
０
万
円
、
前

４０５

年
度
比　

％
増
。
４
特
別
会
計

４.０

を
合
わ
せ
て
予
算
総
額　

億
３

６９６

４
７
９
万
円
、
前
年
度
比　

％
３.２

ご
み
対
庁
舎
、
将
来
を 

見
据
え
た
判
断
を

　
　

年
度
予
算
は
一
般
会
計
が

２８

　

億
６
６
０
０
万
円
と
過
去
最

４０５高
の
予
算
と
な
っ
て
い
る
。
一

般
会
計
の
増
加
要
因
に
つ
い
て

は
、
社
会
保
障
費
や
待
機
児
童

解
消
と
い
っ
た
喫
緊
の
課
題
へ

の
対
応
策
を
取
ら
ざ
る
を
得
な

い
と
こ
ろ
は
理
解
す
る
と
こ
ろ

で
あ
る
。　

年
度
の
予
算
に
つ

２８

い
て
も　

年
度
同
様
プ
ラ
イ
マ

２７

リ
ー
バ
ラ
ン
ス
を
保
っ
た
も
の

と
な
っ
て
お
り
、
そ
の
努
力
に

つ
い
て
は
評
価
す
る
。

　

し
か
し
、
財
源
不
足
分
に
対

す
る
起
債
と
し
て
の
臨
時
財
政

対
策
債
は
予
算
上
計
上
さ
れ
て

お
り
、
当
市
の
現
状
に
お
い
て

は
全
く
発
行
せ
ず
に
財
政
運
営

を
行
う
こ
と
は
大
変
厳
し
い
状

増
と
い
う
予
算
案
が
編
成
さ
れ

た
。
当
初
予
算
で
繰
り
入
れ
し

た
後
の
財
政
調
整
基
金
残
高
を

　

億
円
以
上
確
保
し
、
経
常
経

２５費
に
は
充
当
せ
ず
基
礎
的
財
政

収
支
も
保
持
し
て
い
る
。
今
後

も
財
政
健
全
経
営
計
画
で
示
し

た
基
本
方
針
に
沿
っ
た
財
政
運

営
を
心
掛
け
る
よ
う
お
願
い
し

た
い
。

　

子
育
て
支
援
策
に
つ
い
て
は

「
東
久
留
米
市
保
育
サ
ー
ビ
ス

の
施
設
整
備
・
運
営
及
び
提
供

体
制
に
関
す
る
実
施
計
画
」
を

策
定
。
市
の
計
画
策
定
の
基
本

的
な
考
え
方
は
、
民
間
の
持
つ

ノ
ウ
ハ
ウ
や
専
門
性
等
を
生
か

し
た
保
育
サ
ー
ビ
ス
の
維
持
、

向
上
に
取
り
組
む
と
し
て
お
り
、

保
育
の
充
実
を
よ
り
積
極
的
に

進
め
て
い
た
だ
く
よ
う
お
願
い

し
た
い
。

　

上
の
原
ま
ち
づ
く
り
へ
の
取

り
組
み
に
つ
い
て
は
平
成　

年
２７

７
月
に
「
上
の
原
地
区
土
地
利

用
構
想
」
を
策
定
し
、
用
途
地

域
の
変
更
を
行
っ
た
。　

年
度

２８

は
土
地
利
用
構
想
の
具
現
化
を

計
る
た
め
地
区
内
の
基
盤
整
備
、

ア
ク
セ
ス
道
路
整
備
な
ど
イ
ン

フ
ラ
整
備
を
実
施
す
る
予
定
で

あ
る
。
土
地
利
用
構
想
の
実
現

に
向
け
て
よ
り
一
層
の
努
力
を

お
願
い
し
た
い
。

　

家
庭
ご
み
有
料
化
に
つ
い
て

は
「
東
久
留
米
市
家
庭
ご
み
有

料
化
に
向
け
た
実
施
計
画
」
が

策
定
さ
れ
た
。
従
来
の
ダ
ス
ト

ボ
ッ
ク
ス
方
式
か
ら
戸
別
収
集

方
式
に
し
、
ご
み
減
量
の
努
力

を
し
た
人
の
負
担
が
減
る
よ
う

に
、
ご
み
収
集
の
有
料
化
に
よ

る
ご
み
減
量
と
負
担
の
公
平
化

を
計
ら
れ
て
い
る
。
適
切
な
準

備
と
広
報
を
行
っ
て
い
た
だ
く

よ
う
希
望
す
る
。

　

公
共
施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に

つ
い
て
は　

年
度
に
公
共
施
設

２７

の
今
後
の
維
持
管
理
・
運
営
に

向
け
た
基
本
資
料
と
し
て
「
東

久
留
米
市
公
共
施
設
白
書
」
を

作
成
。
そ
の
デ
ー
タ
を
基
に

「
公
共
施
設
の
あ
り
方
に
関
す

る
基
本
方
針
（
案
）」
が
作
成
さ

況
に
あ
る
が
、
前
年
度
に
引
き

続
き
努
力
を
お
願
い
し
た
い
。

　

上
の
原
の
ま
ち
づ
く
り
に
つ

い
て
、
市
の
負
担
相
当
額
と
し

て
約
７
０
０
０
万
円
の
保
留
地

減
歩
と
な
る
見
込
み
。
ま
た
管

理
お
よ
び
保
留
地
の
配
置
に
つ

い
て
は
今
後
の
事
業
進
捗
に
伴

い
、
精
査
等
を
行
っ
て
い
く
中

で
確
定
し
て
い
く
こ
と
と
な
り
、

現
金
の
支
出
が
な
い
見
込
み
で

あ
り
担
当
者
の
努
力
を
高
く
評

価
す
る
。

　

新
児
童
館
の
平
成　

年
４
月

３０

の
開
館
に
は
期
待
す
る
。
課
題

と
な
っ
て
い
る
「
く
ぬ
ぎ
児
童

館
」
敷
地
内
の
汚
染
土
壌
の
処

理
に
つ
い
て
は
適
切
な
処
理
を

お
願
い
す
る
。

　

健
康
増
進
サ
ポ
ー
ト
事
業
に

つ
い
て
は
健
康
寿
命
の
増
進
に

取
り
組
む
た
め
、
市
民
へ
の
周

知
・
啓
蒙
を
要
望
す
る
。

　

昨
年
８
月
に
策
定
さ
れ
た
財

政
健
全
経
営
計
画
に
つ
い
て
は

　

年
度
か
ら　

年
度
ま
で
の
計

２８

３２

画
で
あ
る
が
、
現
時
点
で
の
財

政
効
果
額
に
つ
い
て
は
約
１
億

円
と
の
明
示
が
あ
っ
た
。
行
政

改
革
の
取
り
組
み
は
さ
ら
な
る

ス
ピ
ー
ド
が
必
要
で
あ
る
た
め
、

取
り
組
み
が
マ
ン
ネ
リ
化
す
る

こ
と
の
な
い
よ
う
に
改
革
・
改

善
を
求
め
る
。

　

家
庭
ご
み
の
有
料
化
に
つ
い

て
は
平
均
排
出
量
を　

・
０
㌘

５０５

と
す
る
目
標
値
を　

年
度
中
に

２８

達
成
す
る
こ
と
は
困
難
な
状
況

に
あ
る
も
の
の
、
計
画
に
つ
い

て
は
理
解
す
る
。
平
成　

年
７

２９

月
か
ら
の
ス
タ
ー
ト
と
な
り
、

予
算
が
可
決
す
れ
ば
４
月
よ
り

市
民
説
明
会
、
５
月
中
旬
よ
り

資
源
ボ
ッ
ク
ス
の
撤
去
が
始
ま

る
。
今
後
の
市
民
の
皆
様
に
対

す
る
丁
寧
な
説
明
と
理
解
を
得

る
努
力
を
お
願
い
し
た
い
。

　

ご
み
対
策
課
庁
舎
の
建
て
替

え
に
つ
い
て
は
民
間
活
力
導
入

が
不
可
欠
で
あ
る
と
考
え
、
Ｐ

Ｆ
Ｉ
手
法
や
本
庁
舎
７
階
の
旧

食
堂
跡
へ
の
移
転
等
提
案
し
て

き
た
が
、
今
議
会
に
お
い
て
実

現
が
困
難
で
あ
る
こ
と
が
分
か

っ
た
。
し
か
し
、
そ
れ
に
替
わ

る
案
と
し
て
の
質
問
・
質
疑
に

は
残
念
な
が
ら
納
得
で
き
る
答

弁
が
得
ら
れ
な
か
っ
た
た
め
、

ご
み
対
策
課
庁
舎
建
て
替
え
に

伴
う
新
庁
舎
の
基
本
・
実
施
設

計
委
託
事
業
費
２
４
０
０
万
円

を
計
上
す
べ
き
で
な
い
と
判
断
。

財
政
調
整
基
金
に
積
み
立
て
る

と
い
う
修
正
案
を
提
出
さ
せ
て

い
た
だ
い
た
。

　

以
上
の
意
見
を
付
し
て　

年
２８

度
一
般
会
計
予
算
案
に
つ
い
て

修
正
案
に
賛
成
、
修
正
を
除
く

原
案
に
賛
成
す
る
。

　

そ
の
他
４
特
別
会
計
予
算
案

に
は
特
に
意
見
を
付
す
こ
と
な

く
賛
成
す
る
。

　
　

年
度
補
正
予
算
案
お
よ
び

２７

　

年
度
一
般
会
計
・
国
民
健
康

２８保
険
・
後
期
高
齢
者
医
療
・
介

護
保
険
・
下
水
道
事
業
の
４
特

別
会
計
予
算
案
は
、
議
長
を
除

く
全
議
員
で
構
成
す
る
予
算
特

別
委
員
会
に
お
い
て
、
篠
宮
正

明
委
員
長
（
自
民
ク
ラ
ブ
）、
関

根
光
浩
副
委
員
長
（
公
明
党
）

の
下
で
慎
重
に
審
査
さ
れ
ま
し

た
。

　
　

年
度
一
般
会
計
補
正
予
算

２７
案
（
第
５
号
）
は
歳
入
歳
出
そ

れ
ぞ
れ
７
億
６
５
２
３
万
５
千

円
を
減
額
し
、
歳
入
歳
出
予
算

の
総
額
を
そ
れ
ぞ
れ　

億
３
９

４０２

６
４
万
４
千
円
と
す
る
も
の
で
、

併
せ
て
繰
越
明
許
費
、
債
務
負

担
行
為
お
よ
び
地
方
債
の
補
正

が
行
わ
れ
ま
し
た
。

　
　

年
度
一
般
会
計
予
算
案
は

２８
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ　

億
６
６

４０５

０
０
万
円
で
、
前
年
度
比　

億
１５

５
５
０
０
万
円
、　

％
の
増
で

４.０

あ
り
、
４
特
別
会
計
予
算
案
と

合
わ
せ
た
総
額
は　

億
３
４
７

６９６

９
万
７
千
円
、
前
年
度
比　

億
２１

４
１
４
０
万
３
千
円
、　

％
の

３.２

増
と
な
り
ま
し
た
。

　
　

年
度
予
算
案
は
、
国
・
都

２８
の
補
助
制
度
の
積
極
的
活
用
、

実
行
プ
ラ
ン
に
示
し
た
事
項
の

確
実
な
実
施
と
補
助
金
の
適
正

化
、
事
務
事
業
評
価
結
果
を
踏

ま
え
た
方
向
性
の
反
映
、
普
通

建
設
事
業
に
関
し
て
は
将
来
の

負
担
を
考
慮
し
た
計
画
的
な
事

業
化
、
経
常
的
経
費
に
当
た
っ

て
は
さ
ら
な
る
削
減
に
努
め
る

こ
と
を
基
本
方
針
と
し
て
編
成

さ
れ
ま
し
た
。

　

そ
し
て
、
重
点
施
策
は
、
行

財
政
改
革
の
推
進
、
生
活
の
快

適
性
を
支
え
る
ま
ち
づ
く
り
、

子
ど
も
が
健
や
か
に
生
ま
れ
育

つ
こ
と
へ
の
支
援
、
活
力
あ
る

学
校
づ
く
り
の
４
施
策
が
掲
げ

ら
れ
て
い
ま
す
。

　

予
算
特
別
委
員
会
最
終
日
の

　

日
、
委
員
よ
り　

年
度
一
般

２５

２８

会
計
予
算
案
に
対
す
る
修
正
案

が
提
出
さ
れ
ま
し
た
。
修
正
案

の
内
容
は
、
ご
み
対
策
課
庁
舎

建
替
に
伴
う
基
本
・
実
施
設
計

委
託
２
４
０
０
万
円
を
削
除
し
、

そ
の
全
額
を
財
政
調
整
基
金
に

積
み
立
て
る
も
の
で
、
賛
成
多

数
で
可
決
さ
れ
ま
し
た
。
修
正

案
を
除
く
原
案
も
賛
成
多
数
で

可
決
さ
れ
ま
し
た
。
そ
の
他
４

特
別
会
計
予
算
案
は
賛
成
多
数

で
可
決
さ
れ
ま
し
た
。

　

本
会
議
最
終
日
の　

日
、
各

２８

会
派
に
よ
る
討
論
（
予
算
案
に

対
す
る
意
見
表
明
）
が
行
わ
れ
、

そ
の
後
採
決
を
行
い
、
賛
成
多

数
で
可
決
成
立
し
ま
し
た
。
ま

た
、
議
員
か
ら
一
般
会
計
予
算

に
対
す
る
付
帯
決
議
案
が
提
出

さ
れ
、
賛
成
多
数
で
可
決
さ
れ

ま
し
た
。

　
　

年
度
の
補
正
予
算
案
お
よ
び　

年
度
一
般
会
計
、
４
特
別
会
計
の
予
算
案
は
、
予
算
特
別
委

２７

２８

員
会
で
６
日
間
に
わ
た
り
審
査
さ
れ
ま
し
た
。
４
・
５
面
の
上
段
で
は
歳
出
で
の
主
な
質
疑
の
内

容
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

ま
た
、
３
～
５
面
の
下
段
で
は
３
月　

日
の
本
会
議
で
の
各
会
派
の
賛
否
討
論
・
意
見
表
明
の

２８

要
旨
を
掲
載
し
ま
す
。
各
会
派
の
賛
否
は
８
面
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。
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公

明

公

明

党党

れ
た
。　

年
度
に
は
基
本
方
針

２８

を
基
に
、
現
在
作
成
中
の
「
公

共
施
設
保
全
計
画
」
と
併
せ
て

「
公
共
施
設
総
合
管
理
計
画
」

を
策
定
し
、
イ
ン
フ
ラ
施
設
を

含
め
た
公
共
施
設
の
長
期
的
、

総
合
的
か
つ
計
画
的
な
管
理
が

ス
タ
ー
ト
す
る
。
東
久
留
米
市

の
未
来
の
た
め
に
も
重
要
な
計

画
に
な
る
の
で
、
適
切
な
設
計

運
用
を
求
め
る
。
併
せ
て　

年
３０

度
の
新
公
会
計
制
度
運
用
開
始

に
向
け
た
準
備
と
し
て
固
定
資

産
台
帳
整
備
の
早
期
実
行
を
求

め
る
。

　

本
来
は
当
初
予
算
に
賛
成
す

る
立
場
で
あ
る
が
、
今
回
は
東

久
留
米
市
の
将
来
に
重
要
な
予

算
で
あ
り
、
市
政
運
営
並
び
に

市
民
生
活
へ
の
影
響
を
鑑
み
修

正
案
に
賛
成
す
る
。

　

以
上
の
意
見
を
付
し
て　

年
２８

度
一
般
会
計
予
算
案
に
つ
い
て

賛
成
す
る
。

　

そ
の
他
４
特
別
会
計
予
算
案

に
は
特
に
意
見
を
付
す
こ
と
な

く
賛
成
す
る
。

一般会計および特別会計予算総額
当初予算額

会　計
増減率２７年度２８年度

４.０％３９０億１１００万円　　４０５億６６００万円　　一般会計

２.１％２８４億８２３９万４千円２９０億６８７９万７千円特別会計

１.１％１５０億２２４０万７千円１５１億８５１６万円　　国民健康保険

３.９％　２６億１７８１万９千円　２７億２０６４万３千円後期高齢者医療

７.１％　７６億９０１２万１千円　８２億３９７４万８千円介護保険

△７.３％　３１億５２０４万７千円　２９億２３２４万６千円下水道事業

３.２％６７４億９３３９万４千円６９６億３４７９万７千円合　計

※△はマイナスを表します

予算案に対する各会派予算案に対する各会派のの
意見表明・予算討意見表明・予算討論論

（要旨 （要旨））

平成２８年度東久留米市一般会計予算に
対する付帯決議

　平成２８年度東久留米市一般会計予算について、持続可能な
東久留米市の行財政運営を確立するために、以下の通り求め
るものである。
１　予算提案に当たっては、各種事業の進め方について丁寧に示
すとともに、財源の確保に努めること。

２　財政指標等を明確にし、将来を見据えた計画的な財政運営を
一層推進すること。

３　歳出削減の取り組みを徹底し、事務事業評価や予算編成を通
じて、財政健全経営計画実行プランをはじめ、各種計画や当該
年度予算へ最大限反映すること。


